令和７年度 組合等経営力強化支援事業実施要領
宮崎県中小企業団体中央会
１　目　的
組合及び組合員企業の経営改善と経営力強化を目的として、生産性向上や新分野進出、経営革新等による経営体質の改善、効果的な人材育成による組織力の向上など、個々が抱える経営課題に即応した内容の個別研修等の実施支援を行う。

２　事業対象者
事業協同組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合、商店街振興組合、商店街振興組合連合会
３　事業の具体的実施方法
本事業の具体的実施方法については、次のとおりとする。
(1) 実施回数　　５回（原則として１事業対象者当たり１回）
(2) 実施方式
研修会方式(オンライン配信、オンライン配信併用のハイブリッド方式も可)又は現地研修（視察）方式
ただし、現地研修方式を採用する場合は、研修先における施設等の見学だけでなく、必ず研修会方式を併用するものとする。

（研修会のテーマ例）

　・業界における課題解決

　・組合及び組合員企業の経営体質の改善

　・組合事業における課題解決
 (3) 事業実施期間
　　令和７年４月１日(火)～令和８年２月２８日(土)
(4) 事業実施計画書の提出
事業対象者は、研修を実施しようとする日の３０日前までに別紙の事業計画書　（様式１）を中央会へ提出するものとする。なお、事後申請は一切受け付けない。
(5) 研修会の主催者
研修会の実施に当たっては、中央会がその主催者となるものとする。
従って、見積書、納品書、請求書、領収書等の証憑書類の宛名はすべて「宮崎県中小企業団体中央会」で統一するものとする。
(6) 研修会への中央会担当者の立会
研修会の実施に当たっては、中央会担当者が立ち会うものとする。ただし、中央会担当者の立会が不可能な場合は、事業対象者は研修終了後７日以内に事業実施報告書（様式２）を中央会会長あて提出するものとする。

４　事業費　　
総事業費　　　　　６０９，７００円
（１組合あたり　　１５０，０００円以内）
５　事業対象経費
	
	経費科目
	内　　 容

	(1)
	講師謝金
	中央会の「講師謝金内規」に規定する金額が対象。

＜参考＞「講師謝金内規」より抜粋　　　　　　　      
区分
単価(税抜)
大学教授、弁護士、公認会計士、弁理士等
１時間あたり25,000円以内

大学準教授・講師、技術士、税理士、診断士社会保険労務士、ITｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等　
１時間あたり20,000円以内

大学講師、その他(団体､民間会社､役員､
高校教師､技能士､その他)
１時間あたり15,000円以内


	(2)
	講師旅費
	中央会の「講師旅費内規」に規定する金額が対象。

	(3)
	会場借料
	見積書の添付が必要。

	(4)
	資料費
	冊子タイプで１冊あたりの単価が明確になっている書籍等が対象。

	(5)
	通信運搬費
	切手代等が対象。

	(6)
	借損料
	プロジェクター、スクリーン等が対象。見積書の添付が必要。

	(7)
	車両借上費
	貸切バス等の借り上げが対象。見積書の添付が必要。


（注１）講師謝金、講師旅費については、本会の内規により算出するので、中央会への事前相談が必要である。
（注２）個人への講師謝金及び講師旅費については、10.21％の源泉所得税を徴収後
に本人口座へ支払う。ただし、航空券等の手配を、旅行会社を通じて行った場合には、源泉徴収せずに旅行会社へ支払う。

　　　　法人への講師謝金及び講師旅費については、源泉徴収せずに当該法人口座
へ全額支払う。

６　事業経費に対する事業対象者の経費負担
事業対象経費の３分の１の金額（円未満切り上げ）及び事業対象経費以外の経費が、事業対象者の負担額となる。
事業終了後、事業対象経費の全額を中央会が支出した後に、事業対象者の負担額を請求する。

７　その他
上記１～６に定めのない事項については、中央会と事業対象者とで協議するものとする。
（様式１）
　　年　　月　　日
宮崎県中小企業団体中央会
　会　長　　堀之内　芳　久　　様
　

組合名称　　　　　　　　　　　　　　　
組合住所　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　代表理事　　　　　　　　　　
令和７年度 組合等経営力強化支援事業計画書
１　開催期日　　　　　　年　　月　　日(　)　　　時　　分～　　時　　分
２　開催場所　　　　　　　　　　　　　　　　電話　(　　　　)　　－　　　　
３　組合担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　電話　(　　　　)　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　(　　　　)　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　
４　研修の内容
　(1) 研修会等の名称　　「　　　　　　　　　　　　　　　　」

　(2) 目的(簡潔に記載してください。)
　(3) 内容(簡潔に記載してください。)
５　テーマ・講師(所属及び役職・氏名)
　(1) テーマ　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　(2) 講　師　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏
６　参加予定者数　　　　　名
７　事業に要する経費（事業対象経費明細）
	科目
	予算額(円)
	積　算　根　拠

	講師謝金
	
	

	講師旅費
	
	※講師住所



	会場借料
	
	

	資料費
	
	

	通信運搬費
	
	

	借損料
	
	

	車両借上費
	
	

	事業対象経費合計
	
	



　
　(注１)　講師謝金、講師旅費については、本会の内規により算出します。詳しくは本会までお問い合わせください。
　(注２)　経費積算の根拠となる資料(見積書等)がある場合は添付してください。
(注３)　１組合あたりの事業対象経費合計額は、150,000円以内です。
(注４)　オンライン配信による研修会時の「２開催場所」欄について
　　　　・オンライン配信のみの場合
「オンライン」と記載
　　　　・オンライン配信併用のハイブリッド方式の場合
「(会場名)及びオンライン」
（様式２）
	令和７年度組合等経営力強化支援事業　実施報告書

	　宮崎県中小企業団体中央会

　　会　長　　堀 之 内　芳　久　　様
                                  　　　組合名　

役職名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　


	開催期日
	　　　年　　月　　日(　)

	開催場所
	

	参加者数
	名（参加者名簿を添付）　

	研修の内容


	テーマ　「　　　　　　　　　　　　　　　」

講　師　　　　　　　　　　　　　　　　　氏

　※　この部分には、研修の内容と参加者の感想等を記載します。

　　　（複数枚になっても構いません）

また、研修で使用した資料及び写真を必ず添付してください。


	報告年月日
	　　　年　　月　　日(　)


記入例
（様式１）
令和７年〇月〇日
宮崎県中小企業団体中央会
　会　長　　堀之内　芳　久　　様
　

組合名称　　○○○○事業協同組合　　　　　
組合住所　　宮崎県○○市○○町○番○号　　
代表者名　　代表理事　　○　○　○　○　　

令和７年度 組合等経営力強化支援事業計画書
１　開催期日　　令和７年○○月○○日(○)　１３時３０分～１５時３０分
２　開催場所　　○○ホテル　○階「○○の間」電話　(０９８５)○○－○○○○
　　※ｵﾝﾗｲﾝ配信のみの場合は「ｵﾝﾗｲﾝ」、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ方式の場合は「(会場名)及びｵﾝﾗｲﾝ」
３　組合担当者名　　事務局長　　○○○○　　　　電話　(０９８５)○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　(０９８５)○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　 info@himuka.or.jp
４　研修の内容
　(1) 研修会等の名称　　「○○○○研修会」

　(2) 目的(簡潔に記載してください。)

････において、○○のためには、△△や□□が課題となっている。そこで、これらの････を････するため、････による････を実施し、････を実現させ、△△を目指すことを目的とする。
　(3) 内容(簡潔に記載してください。)

①　○○について
②　△△について
③　□□について
５　テーマ・講師(所属及び役職・氏名)
　(1) テーマ　　「○○における△△への取組について」
　(2) 講　師　　株式会社○○○○　代表取締役　　○　○　○　○　氏
６　参加予定者数　　３０名
７　事業に要する経費（事業対象経費明細）
	科目
	予算額(円)
	積　算　根　拠

	講師謝金
	33,000
	(中央会講師謝金内規)

@15,000（税抜）×1.10（消費税）×2h×1名
【注】　講師謝金単価は講師の役職等により異なります。詳しくは中央会にお問い合わせください。

	講師旅費
	13,640
	(中央会講師旅費内規)
　地下鉄　 博多～福岡空港 　@260(片道)×2=520
　ANAｽｰﾊﾟｰﾊﾞﾘｭｰ75　福岡～宮崎　　
@6,200(片道)×2×1名=12,400
　JR　　　 宮崎空港～宮崎 　@360(片道)×2=720
※講師住所

　福岡県福岡市○○町１丁目１番地　
【注】　公共交通機関の実費により積算します。

　　　　なお、航空機・鉄道・高速バス等については、割引きっぷ(ﾎﾃﾙﾊﾟｯｸ、早割、往復割引等)の設定がある場合は、原則としてそれらのうち最も安価なものにより積算します。

	会場借料
	44,000
	(別添見積書参照)
【注】　研修会開催場所(ﾎﾃﾙ等)の見積書を添付してください。

	資料費
	30,000
	(別添見積書参照)
　｢○○について｣(△△出版)　@1,000×30冊
【注】　コピー代は本事業の助成対象外です。

	通信運搬費
	3,300
	案内状　@110×30通(組合員宛て)

	借損料
	22,000
	(別添見積書参照)

プロジェクター・スクリーン

【注】　研修会開催場所(ﾎﾃﾙ等)の備品を借用する場合は、見積書を添付してください。

	車両借上費
	0
	【注】　バス会社等の見積書を添付してください。

	事業対象経費合計
	145,940
	【参考】　
・組合負担額　145,940×1/3＝48,647（円未満切り上げ）

・中央会助成額　145,940－48,647＝97,293


　
　(注１)　講師謝金、講師旅費については、本会の内規により算出します。詳しくは本会までお問い合わせください。
　(注２)　経費積算の根拠となる資料(見積書等)がある場合は添付してください。
　(注３)　１組合あたりの事業対象経費合計額は、150,000円以内です。
 (注４)　オンライン配信による研修会時の「２開催場所」欄について
　　　　・オンライン配信のみの場合
「オンライン」と記載
　　　　・オンライン配信併用のハイブリッド方式の場合
「(会場名)及びオンライン」
（様式２）
	令和７年度組合等経営力強化支援事業　実施報告書

	　宮崎県中小企業団体中央会

　　会　長　　堀 之 内　芳　久　　様
                                  　　　組合名　

役職名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　


	開催期日
	令和７年〇〇月〇〇日(〇)１３時３０分～１５時３０分

	開催場所
	〇〇ホテル　「〇〇の間」

※ｵﾝﾗｲﾝ配信のみ：「ｵﾝﾗｲﾝ」、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ方式：「(会場名)及びｵﾝﾗｲﾝ」

	参加者数
	３０名（参加者名簿を添付）　

	研修の内容


	テーマ　「〇〇における△△への取組について」

講　師　株式会社〇〇〇〇　代表取締役　〇〇〇〇　氏

　※　この部分には、研修の内容と参加者の感想等を記載します。

　　　（複数枚になっても構いません）

また、研修で使用した資料及び写真を必ず添付してください。


	報告年月日
	令和７年○月○日(○)


押印不要





押印不要
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